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第８期介護保険事業計画の検討事項（重点事項）等について

１ 第８期介護保険事業計画の将来目標、基本理念及び基本目標について

資料４
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２ 検討事項（重点事項）

（１） 介護基盤の整備について

施設サービス及び地域密着型サービスについて、今後の整備の必要性について検

討していきます。

ア 施設サービスについて（計画書Ｐ６７－６８）

介護老人保健施設、介護療養型医療施設及び介護医療院については、第７期介護

保険事業計画を踏まえ検討した結果、第８期介護保険事業計画の期間中においても、

原則、新たな整備を行わないこととしています。

また、特定施設等についても、原則、新たな整備を行わないこととしています。

なお、介護老人福祉施設については、事業者から申出があった場合は、御堂中学

校西側市有地を活用し、１施設１００床を限度に、先行して整備に着手できること

としています。

施設サービスの整備一覧（※事業計画より抜粋）

①介護老人福祉施設（※計画の抜粋）

市内には、定員100人前後の介護老人福祉施設（大規模特別養護老人ホーム）が13施設・1,320床あり、
第8期介護保険事業計画期間中においては、原則として新たな整備の必要はないといえます。
しかしながら、東京都においては、介護老人福祉施設のサービス量の確保が喫緊の課題であること及び市内におけ

る需要の増加に備えておく必要があることから、事業者から申出があった場合は、御堂中学校西側市有地を活用し、
1施設100床を限度に、先行して整備に着手できることとします。

Ｒ3 年度
2021 年度

Ｒ4 年度
2022 年度

Ｒ5 年度
2023 年度

① 介護老人福祉施設
（大規模特別養護老人ホーム）

か所数 13 13 13

定員数 1,320 1,320 1,320

② 介護老人保健施設
か所数 3 3 3

定員数 301 301 301

③

介護療養型医療施設
か所数 － － －

定員数 － － －

介護医療院
か所数 － － －

定員数 － － －

④

特定施設入居者生活介護
・介護予防特定施設入居者生活介護

（介護付き有料老人ホーム）

か所数 3 3 3

定員数 102 102 102

軽費老人ホーム（ケアハウス）
か所数 2 2 2

定員数 98 98 98

住宅型有料老人ホーム
か所数 1 1 1

定員数 17 17 17

サービス付き高齢者向け住宅
か所数 2 2 2

定員数 56 56 56
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イ 地域密着型サービスについて（計画書Ｐ６３－６６）

地域密着型サービスについては、これまでに地域密着型通所介護や認知症対応型

共同生活介護など１７事業所が整備されています。

第８期介護保険事業計画においては、「小規模多機能型居宅介護（介護予防含む）」

について、「西部地域の方が利用しやすい立地において、１か所の整備を目指しま

す。」としています。また、「看護小規模多機能型居宅介護」については、「需要の

動向や参入事業者の動向を踏まえ、整備の必要性を検討していきます。」としてい

ることから、介護サービス事業者にアンケート調査を実施するなどし、整備の必要

性等について改めて検討していきます。

地域密着型サービスの整備一覧（一部予定を含む。）

（※事業計画より抜粋）

※：（介護予防）小規模多機能型居宅介護の定員数は、登録定員である。また、令和５（2023）年度に
ついては、新規整備見込み数を含む。

（２） 介護予防・日常生活支援総合事業について（計画書Ｐ３０－３１、Ｐ８５－８６）

平成２９年４月から、介護予防・日常生活支援総合事業が開始され、これまで介

護予防給付として実施してきた訪問介護及び通所介護（以下「訪問介護等」という。）

は、総合事業に移行しました。また、自治体ごとに、基準を緩和した訪問介護等が

実施できるようになったことに併せ、住民主体による支援や保健・医療の専門職が

短期集中で行うサービスなど、要支援者等の生活支援ニーズに対して、多様なサー

ビスを提供できるようになりました。

市では、現在、訪問介護等に相当するサービスに加え、指定基準を緩和して実施

する生活援助中心型の訪問介護（訪問型サービスＡ）について、事業者を指定して

実施しています。また、令和３年度からは、第８期介護保険事業計画に基づき、通

所型サービスＣ（短期集中予防サービス）を新規事業として試行的に開始していま

す。この通所型サービスＣについては、試行実施の結果を検証しながら、令和４年

度以降についても実施していく予定です。

Ｒ3年度
2021 年度

Ｒ4 年度
2022 年度

Ｒ5 年度
2023 年度

① 定期巡回・随時対応型訪問介護看護 か所数 － － －

② 夜間対応型訪問介護 か所数 － － －

③ 地域密着型通所介護
か所数 11 11 11

定員数 141 141 141

④ 認知症対応型通所介護
・介護予防認知症対応型通所介護

か所数 1 1 1

定員数 12 12 12

⑤ 小規模多機能型居宅介護
・介護予防小規模多機能型居宅介護

か所数 1 1 2

定員数 29 29 47～58※

⑥
認知症対応型共同生活介護
・介護予防認知症対応型共同生活介
護

か所数 3 3 3

定員数 45 45 45

⑦ 地域密着型特定施設入居者生活介護
（小規模有料老人ホーム）

か所数 － － －

定員数 － － －

⑧ 地域密着型介護老人福祉施設入所者
生活介護（小規模特別養護老人ホーム）

か所数 1 1 1

定員数 29 29 29

⑨ 看護小規模多機能型居宅介護
か所数 － － －

定員数 － － －
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また、介護予防・生活支援サービス事業における多様なサービスについては、こ

れまでの取組を振り返るとともに、新たなサービスの必要性について検討していき

ます。

（３） 介護人材の確保・定着・育成に向けた取組（計画書Ｐ４１－４２）

介護人材の現状として、少子高齢化による労働力人口の減少や、他業種の求人状

況の動向に影響され、令和元年度現在、東京都における介護関連職種の有効求人倍

率は７．１５倍と、全職種の１．８０倍を大きく上回り、人材不足が深刻となって

おり、地域包括ケアシステムを支えるその人材の確保が課題となっています。

国及び都では、介護報酬改定を通じた処遇改善の取組や介護職員初任者研修を無

料で開講するなど、人材確保の取組が進められています。

市においても、令和２年度から入門的研修を実施するともに、令和３年度には３

つの介護人材に関する補助金（※）を創設して、介護人材の確保・定着に向けた取

組を進めています。

本推進委員会においては、これらの新規の補助金を含めた事業の振り返りととも

に、今後の介護人材の確保・定着・育成について、引き続き、国や東京都、介護事

業者などと連携しながら、市として取り組むべき事項等について検討していきます。

※３つの介護人材に関する補助金（詳細は資料４（別添資料））
○あきる野市介護人材資格取得支援事業補助金
○あきる野市新規学卒者等介護従事者定着事業補助金
○あきる野市外国人介護人材受入支援事業補助金

（４）地域包括支援センターの充実（計画書Ｐ６２）

地域包括支援センターについては、第７期介護保険事業計画期間において、新たに

東部地域に整備したことにより、３つの日常生活圏域ごとに１箇所ずつ設置すること

ができました。

しかし、各センターでは、高齢化の進行などを背景に、相談内容の複雑化や困難事

例への対応など、専門職が専門的に関与する業務が増加していることから、介護予防

ケアプラン作成業務などへの影響も課題となっています。

このようなことから、第８期介護保険事業計画期間においては、地域包括支援セン

ターが地域包括ケアシステムの中核的な機関として、その機能の充実を図れるよう、

事務事業の整理や事業の委託化、専門職の人員配置による業務の効率化などについて

検討していきます。

（５） 高齢者おむつ等給付事業の検討（計画書Ｐ４６）

高齢者おむつ等給付事業については、高齢者福祉の増進を目的に、平成２１年度

に事業を開始し、平成２４年度には、介護保険の地域支援事業を財源に給付対象者

を拡大し、家族介護者及びその世帯の負担軽減を図ってきました。このような中、

地域支援事業の見直しにより介護用品の支給は原則対象外となることとなりまし

たが、第８期介護保険事業計画期間が終了する令和６年３月末までは、給付対象者

を住民税非課税者に限ることなどを条件に、地域支援事業として継続して差し支え

ない例外的な措置が厚生労働省通知により示されています。

第８期介護保険事業計画においては、給付対象者を非課税者に限定するとともに、

対象となる要介護認定区分を段階的に縮小していくことで事業を継続することと

していますが、令和６年度以降における事業の方向性について検討していきます。



あきる野市では、第８期あきる野市高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画に基づき、市

内の介護人材を確保するため、介護に係る資格取得に要する経費の一部について補助しま

す。

あきる野市介護人材資格取得支援事業補助金
～初任者研修・実務者研修・介護福祉士の資格取得費用の一部を補助します～

１ 補助対象者及び補助条件

次の（１）から（３）までの全てに該当する方とします。

（１）申請年度の前年度の４月１日以降に次のいずれかの研修を修了等した方

ア 「初任者研修」又は「実務者研修」を修了した方

イ 「介護福祉士」の試験に合格し、介護福祉士の登録を受けた方

（２）市内の介護保険サービス事業所等に介護職員として３か月以上継続して就業し、か

つ、補助金の申請時においても同一の事業所に就業している方

※当該年度の1月1日から3月31日までの間に雇用された者については、誓約する

ことをもって、当該年度の間に3月以上就業している者とみなします。

※介護保険サービス事業所等には、訪問看護、訪問リハビリテーション、居宅療養管

理指導、福祉用具貸与、特定福祉用具販売、居宅介護支援及び介護予防支援を含み

ません。

（３）申請する資格において、あきる野市、他の地方公共団体等から同種の補助金等（雇

用保険法に基づく教育訓練給付金等を含む。）による補助を受けていない方、かつ、今

後も助成を受ける予定のない方

※予算額に達した場合は、その時点で終了となります。

２ 補助対象経費及び補助金額

【注意事項】

・介護保険サービス事業所等が支払った費用（立替含む）は、補助対象になりません。
・介護福祉士登録免許税（収入印紙）は、補助対象になりません。
・入学金、交通費及び支払いに係る手数料は、補助対象になりません。
・申請年度の前々年度の４月１日から交付申請日までの間で支払いが証明できる額が補助対
象になります。

補助対象者 補助対象経費
補助金額

（限度額）

｢初任者研修｣を修了した者
受講料及び教材費

5万円

｢実務者研修｣を修了した者 7万5千円

｢介護福祉士｣の試験に合格し、

介護福祉士の登録を受けた者

受験対策講座に係る受講料（テキスト

購入費、模擬試験の受験料等）､受験に

係る手数料､介護福祉士の登録手数料

3万円

0671
テキストボックス
資料４（別添資料）



＜問い合わせ・申請先＞
健康福祉部 高齢者支援課 介護保険係
〒197-0821 あきる野市二宮３５０番地
TEL ０４２－５５８－１９６９（直通）
FAX ０４２－５５８－１１７２
E ﾒｰﾙ 050301@akiruno-info.tokyo.jp

３ 申請方法・提出書類

１の条件を満たす方は、次の書類を高齢者支援課介護保険係へ直接提出してください。

申請書類等は、市のホームページ又は窓口で配布しています。

＜提出書類＞

【共通の申請書類】

□あきる野市介護人材資格取得支援事業補助金交付申請書（第１号様式）

□あきる野市介護人材資格取得支援事業補助金交付請求書（第３号様式）

□就業証明書（発行された日から起算して３０日以内のものに限る。）（参考様式あり）

□他の地方公共団体等から同種の補助を受けない旨の誓約書（参考様式あり）

□３月以上継続して就業する旨の誓約書（参考様式あり）

※当該年度の１月１日から３月３１日までの間に雇用された場合のみ

□学校や養成施設就業先の介護保険サービス事業所等の運営法人から補助等を受ける

（予定含む。）場合にあっては、当該補助等を受ける（予定含む。）ことが確認できる

書類

□振込先口座の通帳又はカードの写し

□その他市長が必要と認める書類

【初任者研修及び実務者研修】

□介護員養成研修事業者等が発行する受講料及び教材費の領収書の写し

□介護員養成研修事業者等が発行する修了証明書の写し

【介護福祉士】

□介護福祉士の資格の取得に要する費用の領収書の写し

□介護福祉士試験の合格証の写し

□介護福祉士登録証の写し

事業の詳細、申請等は下記までお問合せください。



あきる野市では、第8期高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画に基づき、市内の介護

人材の確保を図るため、介護保険サービス事業所等を運営する法人等に対し、介護に係る人

材確保に要する経費（支度金）の一部について補助します。

あきる野市新規学卒者等介護従事者定着事業補助金
～新規学卒者等に対して支度金を支給した

介護保険サービス事業所等の経費の一部を補助します～

１ 補助対象者

介護保険サービスを提供する事業所又は施設を運営する法人等で、新たに新規学卒者、外

国人介護人材又はＵＩターン者を介護従事者として雇用し、当該年度の間に3月以上継続し

て雇用している法人等とします。

※採用した者１人対して、いずれか１つ申請できます。

※訪問看護、訪問リハビリテーション、居宅療養管理指導、福祉用具貸与及び特定福祉

用具販売を除く。

２ 補助対象経費及び補助金額

新規学卒者
学校教育法に規定する学校又は専修学校に通学し、雇用日の属す

る年度の前年度の３月に当該学校等を卒業した者

外国人介護人材

・経済連携協定に基づき入国する介護福祉士の候補者

・技能実習を受ける者

・在留資格「介護」をもって介護福祉士として介護に従事する者

・特定技能をもって来日する者

ＵＩターン者
雇用日以前3月以内又は雇用日以後3月以内に他の区市町村から

転入した者

区分 補助対象経費 補助金額

・新規学卒者

・外国人介護人材 左記の新規学卒者等に対

して支給した支度金

補助対象経費の２／３以内の額であ

って、一人当たり１０万円を限度

・ＵＩターン者
補助対象経費の１／２以内の額であ

って、一人当たり１０万円を限度



３ 申請方法・提出書類

次の書類を高齢者支援課介護保険係に提出してください

（申請に当たって）

（１） あきる野市新規学卒者等介護従事者定着事業補助金交付申請書（様式第１号）

（２） 雇用年月日が確認できる書類

（３） ３月以上継続して雇用していることが確認できる書類（当該年度の１月１日から３

月３１日までの間に新たに雇用した場合にあっては、３月以上継続して雇用する旨の

誓約書）（参考様式あり）

（４） 支度金の支給額が確認できる書類

（５） 過去の就業状況が確認できる書類（該当者のみ履歴書等の写しなど）

（６） 卒業年月日が確認できる書類（新規学卒者のみ）

（７） 在留資格が確認できる書類（外国人介護人材のみ）

（８） 転入したことが確認できる書類（ＵＩターン者のみ）

（９） その他市長が必要と認める書類

（補助金の交付請求に当たって）

あきる野市新規学卒者等介護従事者定着事業補助金交付請求書（様式第３号）

※補助金の交付決定後に請求してください。

＜問い合わせ・申請先＞
健康福祉部 高齢者支援課 介護保険係
〒197-0821 あきる野市二宮３５０番地
TEL ０４２－５５８－１９６９（直通）
FAX ０４２－５５８－１１７２
E ﾒｰﾙ 050301@akiruno-info.tokyo.jp



あきる野市では、第８期あきる野市高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画に基づき、市

内の介護人材を確保するため、技能実習生を受け入れる市内の介護保険サービス事業所等

を運営する法人等に対して、受入れに要する費用の一部について補助します。

あきる野市外国人介護人材受入支援事業補助金
～技能実習生を受け入れる介護保険サービス事業所等の経費の一部を補助します～

１ 補助対象者

外国人技能実習生の受入れを行う市内の介護保険サービスを提供する事業所又は施設を運営す

る法人等

２ 補助対象経費

技能実習生を選抜してから雇用するまでの期間における次に掲げる経費とし、監理団体に支払

った経費（監理団体を通して送出機関に支払った経費を含む。）とします。

（１）技能実習計画の作成及び提出に要する経費

（２）入国に要する経費

（３）入国前の日本語研修及び介護実技研修に要する経費

（４）在留資格の申請書類作成に係る経費

（５）入国後講習に係る費用 等

３ 補助金額

補助対象経費の総額のうち、技能実習生１人当たり１０万円を限度

４ 申請方法・提出書類

次の書類を高齢者支援課介護保険係に提出してください。

（１）あきる野市外国人介護人材受入支援事業補助金交付申請書（様式第１号）

（２）あきる野市外国人介護人材受入支援事業補助金交付請求書（様式第３号）

（３）雇用契約書の写し

（４）公共職業安定所に提出した雇用保険被保険者資格取得届及び外国人雇用状況届出書

（５）支出済額内訳書

（６）監理団体が発行する領収書の写しなど、補助対象経費を支払ったことが確認できる書類

事業の詳細、申請等は下記までお問合せください

＜問い合わせ・申請先＞
健康福祉部 高齢者支援課 介護保険係
〒197-0821 あきる野市二宮３５０番地
TEL ０４２－５５８－１９６９（直通）
FAX ０４２－５５８－１１７２
E ﾒｰﾙ 050301@akiruno-info.tokyo.jp


